












































役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有する当
社株式の数
（千株）

取締役

 

富山製造所副

所長（兼）同

製造所技術部

長 

 

山名　壽

 

昭和31年12月10日生

 

昭和56年４月 ㈱神戸製鋼所入社

(注）４
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平成15年４月 E01240)
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ている。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）及び当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

の財務諸表について、井上監査法人により監査を受けている。

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っている。具体的には、会計基準等の内容を適

切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、情報の提供を受けている。

　また、公益財団法人財務会計基準機構等の行う各種研修に参加している。　
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりである。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりである。

運搬費 745百万円

給与手当及び福利費 1,266百万円

退職給付引当金繰入額 67百万円

役員退職慰労引当金繰入額 22
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 120 百万円

預け金 665 百万円

現金及び現金同等物 786 百万円

現金及び預金勘定 188 百万円

預け金 481 百万円

現金及び現金同等物 669 百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引

　リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

り、その内容は次のとおりである。

１．ファイナンス・リース取引

　リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

り、その内容は次のとおりである。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 

取得価額
相当額
 

(百万円)

減価償却
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（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　　　資　産　

　　　　(1) 現金及び預金、(2) 預け金　並びに　(3) 受取手形及び売掛金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針　

　　　　　　　当社グループは、設備投資については自己資金にて行なうことを原則としている。資金の運用・調達については、

神戸製鋼所グループのキャッシュ・マネジメント・サービスに参加しており、一時的な余資の預け入れや
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【セグメント情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１．報告セグメントの概要

  当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものである。

　当社グループは、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「特殊鋼事業］、「鋳鉄事業」及

び「金型・工具事業」の３つを報告セグメントとしている。

　「特殊鋼事業」は、特殊鋼圧延鋼材や鍛鋼品等特殊鋼製品の製造・販売を行っている。「鋳鉄事業」は、

自動車部品や建設機械部品等鋳物製品の製造・販売を行っている。「金型・工具事業」は、金型及び金型

E01240)
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

 

１　関連当事者との取引

　(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
E01240)
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 15,669 15,669

資本剰余金

資本準備金 1,728 1,728
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前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討して回収不

能見込額を計上している。

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払に充てるため、支給見込

額に基づき計上している。

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上している。

　過去勤務債務については、その発生時に一括処理し

ている。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法

により、翌事業年度から費用処理することとしてい

る。

(3）退職給付引当金

同左

（会計方針の変更）　

　当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部

改正（その３）（企業会計基準第19号　平成20年７月31

日）」を適用している。

　なお、これによる営業損失、経常損失及び税引前当期純

（伀
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　他勘定受入高の主なものは次のとおりである。 ※１　他勘定受入高の主なものは次のとおりである。

原材料 1百万円 原材料 4百万円

※２　他勘定振替高の主なものは次のとおりである。 ※２　他勘定振替高の主なものは次のとおりである。

仕掛品 150百万円 仕掛品 149百万円

※３　関係会社に対する事項 ※３　関係会社に対する事項

売上高 8,939百万円

原材料仕入高・外注加工費ほか 4,604百万円

製品仕入高 317百万円

受取配当金
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引

　リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の所有権
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

 平成23年６月28日

日本高周波鋼業株式会社  

 取締役会　御中  

 井上監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 萱嶋　秀雄　　印

 業務執行社員 公認会計士 三宅　正彦　　印

＜財務諸表監査＞

EDINET提出書類
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